
裁 決 書

関裁（法）令 5第 43号

令和 6年 5 月 23日

国税不服審判所長 清野 正

審査請求人

所在地

名称

代表者

原処分庁

原処分 令和 5年 3月17日付でされた次の各処分

1 平成29年 8月 1日から平成30年 7月31日までの事業年度の法人税の

更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分

2 平成29年8月 1日から平成30年 7月31日までの課税事業年度の地方

法人税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分

上記審査請求について、次のとおり裁決する、

主 文

審査請求をいずれも棄却するc

理 由

l 事実

(1) 事案の概要

本件は、審 求人（以下「請求人」とtヽう。）が、役員の分掌変更に伴いその
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審査請求人

役員に対して退職金どして支給した金員の額を損金の額に算入して法人税等の車告

をしたところ、原処分庁が、当該金員は損金の額に算入されない給与に該当すると

して法人税等の更正処分等をしたのに対し、請求人が、当該金員は退職給与に該当

するため損金の額に算入されるなどとして、原処分の全部の取消しを求めた事案で

ある。

(2) 関係法令等

関係法令等は、別紙のとおりである。なお、別紙で定義した略語については、以

下、本文においても使用するっ

(3) 基礎事実

当審判所の調査及び審理の結果によれば、以下の事実が認められる。

イ 請求人は、不動産の賃貸・管理・保有並びに運用等を目的として設立された法

人であり、 に本店所在地を （以下「旧本

店所在地」という。）から肩書地へ異動した。

なお、請求人の発行済株式200株のうち 160株は、平成17年 8月18日以後、一

一（以下「本件前代表者」というC) が保有していな

ロ本件前代表者は、一に請求人の代表取締役を退任し、代表権の

ない取締役になり（以下、この本件前代表者の役職の変更を「本件分掌変更」と

いう（））、同日以後、一（以下「本件代表者」という。）が請求人の代表

取締役を務めている C

また、 以後、請求人の取締役は、本件代表者及び本件前代表

一
者の 2名となった。

ハ 請求人は、平成29年 9月 1日に臨時株主総会を開催し、本件分掌変更に伴い、

本件前代表者に対し、次のとおり退職金を支給する旨決議した、，

（イ）支給額：金

（口）支給方法：振込み

（ハ）支給日：平成29年11月30日予定

二 請求人は、平成29年12月18日に を、同月 29日に 右
；ー、

それぞれ の本件前代表者名義の普通預金口座に振り込む
一~

一 l iアト~
―｀ごt一ふ｀く） 、上記ハのとおり支給する旨決議された金員を本件前代表者に支給

した（以下、この支給された金員の額を「本件金員」とし―ヽう C) 0 
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審査請求人

ホ 請求人は、本件金員を平成29年 8月 1日から平成30年 7月31日までの事業年度

（以下「本件事業年度」という：、）の「役員退職金」勘定に計上した。

ヘ 請求人の本件前代表者に対する本件金員以外の役員報酬の支給額は、平成28年

8月から平成29年 7月までの間は毎月 、平成29年 8月から令和 3年 7

月までの間は毎月 であった。

また、請求人の本件代表者に対する給与手当の支給額は、平成28年 8月には

ー、同年9月から平成29年 9月までの間は毎月一であり、本件代

表者が請求人の代表取締役に就任した平成29年10月から令和 3年 7月までの間に

おけ7本件代表者に対する役員報酬の支給額は、毎月一であった。

ト 原処分に係る調査を担当した職員（以下「本件調査担当職員」という。）は、

令和 4年6月21日、請求人の本店所在地に臨場し、本件代表者、本件印i代表者、

（以下万本件税理士」という。 （以下、同

税理士と本件税理士を併せて「本件税理士ら」という C) と面接した（なお、同

日以降の原処分に係る調査が通則法第24条に規定する「調査」に該当するか否か

は争しヽ があるく、）。

(4) 審査請求に至る経緯

イ 請求人は、本件事業年度の法人税について、青色の確定申告書に所得金額を'’

・及び納付すべき法人税額を・と記載して法定申告期限までに申告したr

また、請求人は、平成29年 8月 1日から平成30年 7月31日までの課税事業年度

（以下「本件課税事業年度」という，))の地方法人税（以下、法人秒［と併せて

「法人税等」というぐ．．）について、青色の確定申告書に課税標準法人税額を・

及び納付すべき地方法人税額を-と記載して法定申告期限までに申告した＾

ロ 次いで、請求人は、旧本店所在地に所在していた上地建物に係る固定資産売却

益及び本件金員をそれぞれ益金の額及び損金の額に算入するなどして、本件事業

年度の法人税について、所得金額を 及び納付すべき法人税額を

、本件課税事業年度の地方法人税について、課税標準i去人税額を

及び納付すべき地方法人税額を
l_,  

とする修正申告書を平成

30年12月18日に提出したc

ハ 原処分庁は、令和 5年 3月17日付で、本件金員が損金の額に算入さオ1ないとし

、本件事業年度の法人税について、所得金額を 及び納付すべき法
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審査請求人

人税額を とする更正処分（以下「本件法人税更正処分」 という。）

拉びに過少申告加算税の額を とする賦課決定処分（以下「本件法人税

一
賦課決定処分」という）をした3

また、原処分庁は、令和 5年 3月17日付で、本件課税事業年度の地方法人税に

ついて、課税標準法人税額を 及び納付すべき地方法人税額を

とする更正処分（以下「本件地方法人税更正処分」といい、本件法人

税更正処分と併せて「本件各更正処分」という C) 並びに過少申告加算税の額を

ーとする賦課決定処分（以下「本件地方法人税賦課決定処分」という

をした。

なお、本件調査担当職員は、上記各処分を行うに当たって、通則法第74条の11

第2項に規定する調査結果の内容の説明を行っていない、

二 請求人は、上記ハの各処分を不服として令和 5年 5月31日に審査請求をした。

2 争点

(1) 本件各更正処分は通則法第24条に規定する「調査」により行われたものであるか否

か（争点 l) C 

(2) 原処分に係る調査手続に原処分を取り消すべき違法があるか否か（争点 2) C 

(3) 本件金員が損金の額に算入されるか否か（具体的には、本件金員が法人f兌法第34条

第 1項括弧書所定の「退職給与」に該当するか否かC) （争点 3) " 

(4)通則法第65条第 4項第 1号に規定する「正当左理由」があると認められるか否か

（争点 4) 0 

3 争点についての主張

(1) 争点 1 （本件各更正処分は通則法第24条に規定する「調査」により行われたもので

あるか否か，、）につしヽて

原処分庁 請求人

次のとおり、本件各更正処分は通則 I次のとおり、本件各更正処分は通則

法第24条に規定ナる「調査」により行！法第24条に規定する「調査」を欠いた

われたものである。 1違法なものである。

イ 本件調査担当職員は、請求人から 1イ 令和 4年 6月21日に行われた、本

税務代理の委任を受げた本件税理士 1 件調査担当職員と本件代表者、本件
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審査請求人

分庁

に事前通知を行った上で、

原 処 請 求 人

6月21日に行われた面談を含む本件

前代表者及び本件税理上に対する質

問、請求人が保存する帳簿書類等の

検査、請求人の法人税申告

当該申告書に添付された役員給与等

の内訳

より、課税要件事実を認定し、法令

を解釈適用して本件各更正処分をし

ており、

は、

及び法人事業概況説明

これらの一連の判断過程

通則法第24条の

やり取りをしたが、

添付された役員給与等の内訳

強制した

担当職員が優位な

行したものではなし‘へ

令和 4年

「調査」

並びに

ア

）!
i
 

に該当

するc

主た、本件調査担当職員は、 令和

5年 2月22日に本件税理上と電話で

本件前代表者の勤務状況等に関する

これは、請求人

の法人税申告書並びに当該申告書に

及び

法人事業概況説明書の内容を確認す

るために、請求人の取引先であった

本件税理士に対する調査として行っ

たものであり、質問に対する回答を

実はないから、本件調査

場を利用して強

ロ

税理士らとの面談は、

し‘ ゚
仮に原処分庁

由） を侵害すること

前代表者の勤務状況

世間話が大半

であり、税務調査といえるような内

容の質疑は交わされなかった 9;

また、本件調査担当職員が令和 5

年 2月22日に本件税理士から本件前

代表者の勤務状況等に関する回答を

得たとのやり取りがされた事実はな

張の内容のやり取 I

りがあったとしても、本件調査担当i

職員は、税務調査官という優位なゞ[.I 
場を利用して本件税理士に質問を強l
行し、憲法第21条が保障ずる本件税！

（話した＜

ないことを話さなくてよいという自i

理士の消極的表現の自由

を得たとしヽうべきであり、

件

答

う

本

回

よ

、

る

の

て

す

そ

つ

関

t

こ
C

，
し
｀

ア

9

l

 
点
｀
争）
 
c̀J
 
（
 

な調査は無効なものでおる、

（原処分に係る調査手続に原処分を取り消すべき違法があるか否か。）につ

r 
ー：）一



審査請求人

l.、-r
ヽ＇ヽ

原 処分庁 ］ 請求人

以下のとおり、原処分に係る調査手］ 本件各更正処分が通則法~24条に規

続には、原処分を取り消すべき違法は：定する「調査」により行われたとして

ない。 ］も、以下のとおり、原処分に係る調査

手続には、原処分を取り消すべき違法

がある“

イ 本件調査担当職員は本件税理士にイ 本件税理上は、請求人の法人税

対して事前通知を行っており、原処 等、消費税等及び源泉所得税等の確

分に係る調査において、事前通知し 認を内容とする調査の通知を受けた

た税目及び期間以外の税目及び期間 が、本件金員の損金の額 9'ヽ の算入を

を調査対象に追加した事実はないか 認めない方向での調査を行う旨の通

ら、本件事務運営指針の別冊の第 2 知を受けていないから、原：処分に係

章 3(2)の定めに基づく手続を行う必 る調査の内容は通知した事項以外の

要がない~ I 事項についての非違に係るものであ

ロ 本件事務運営指針の別冊の第 2章 1ロ

:3 (7)の定めは、提出物件の留置きや

質間検査等の実施に当たり、納税義

務者の意見等の十分な聴取を行うこ
I 

とを義務付ける旨定めるものではな I

く、そのような法令上の規定もない I
から、決算書等の留置きの際や令和！

4年 6月2]日の質問調査の際に、請＇

求人の意見等の..—i--•分な聴取を行わな

かったとしても、通則法の規定及ぴ：

本件事務運営指針の定めに反するこ；
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り、原処分に係る調査手続は、本件

事務運営指針の別冊の第 2章 3(2)の

定めに反する。

原処分に係る調査の過程におい

て、請求人が本件調査担当職員に決

算書等を提出した際や令和 4年 6月

21日に面接した際に、請求人は、本

件調査担当職員から十分な説明も意

見等の卜分な聴取も受けてしヽなしヽか

ら、原処分に係る調査手続は、本件

事務運営指針の別冊の第 2章 3(7)の

定めに反するく、



審査請求人

]-- 原 処 ヽ
J
/

7

 

庁 圭
目
1
¥

1!

n
 

求 ヽノ
R̀’ 

とにはならなし＼

-
i
i,
'
|
T
.i・

ノ‘ 本件事務運営指針は、 飽くまで調

事務運営上の努力目標を定めたも

のであるから、本件 務運営指針に

違反ナることが重大な違法と評価さ

れるものではない上、調査結果の内

容の説明及び修正申告の勧奨は、

査終了の際の手続であって、既に行

われた証拠資料の収集手続（以下

「証拠収集手続」 、ー，むぅしヽと

調

自体に

影響を及ぼすものではないため、本

件調査担当職員が調査結果の内容の

説明及び修正申告の勧奨を行わな

かったことに、原処分を取り消すべ

き違法はない。

本件税理士は、請求人の税務代理

人であったのであるから、 通則法第

74条の 2第 1項第 2号口に規定ナる

者に該当し、本件事務運営指針の別

冊の第 2章 3(6)に定める取引先等に

該当する＄

士キー
今 I:_、本件調査担当職員は、

反面調査

c
 

ぶ
ノヽ

J
i
.
 
以下同じ。）

令和

5年 2月22日に本件税理上に対し、

（取引先等に対する調査を

として必要事項

ノ‘ 請求人は、本件調査担当職員から

調査結果の内容の説明や修正申告の

勧奨を受けてしヽないから、

係る調査手続は、本件事務運営指針：

の別冊の第 2章 4(2)の定めに反す

る。

I 

本件調査担当職員は本件税理士か

本件税理

士は請求人の税務代理人であった者

であり取引先ではないから反面調査

I 
は、反直i| 

調査である旨本件税理士に明示して

本件税理七に対する調 I
I 

査は、本件事務運営指針の別冊の第 1

ら事情を聴取しているが、

の対象とはならなし、0

また、本件調査担当職

を聴取する旨を伝えた上で質問を

行っている。

しヽ なしヽ から、

2
 
3 (6)の定めに反する、J

原処分に

L..-• 
したがって、 本件税理上に対する
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審査請求人

3
 
点争、＞

9
,
 ... 

,I

i
 

ハ
J
（` 

処

調査に違法又は本件事務運

原 分 庁

定めに違反する点はない。

圭
日
圭
口 求 人

指針の

（本件金員が損金の額に算入されるか否か（具体的には、本件金員が法人税

法第34条第 1項括弧書所定の「退職給与」に該当するか否か。） C) について

ロ一原処分庁 ー］ 請求人 ］ 
口三各事情からすると、本件前代表 1 次のイのとおり、本件分掌変更の前 l

者は、本件分掌変更の前後において請 I後で本件前代表者の職務分掌には大き l

要な Iな変化があり、また、次の口のような；
1地位及び責任を有しており、本件分掌i不測の事態がなければ本件前代表者の；

l変更により、実質的に退職したのと同：役員報酬を減額していたといえるか：
！様の事情があったとはいえず、本件金！ら、本件金員は、法人税法第34条第 1l 

所！項括弧書所定の r退職給与」に該当i

「退職給与」には該当せず、損金 1 し、損金の額に算入される" I 

本件前代表者の勤務態様及び担当 I

Iイ

変更の前後におい I

I 
本件前代表者は、本件分掌変更の I

求人の常勤取締役として経営上

は、法人税法第34条第 1項括弧

｛
｀
 ‘
 

しょf
 
し才さヽ7

 
算ま、,'b’

ア

）1
 ..
 

の

額

定

の

イ

ロ

.̀ 

業務は、本件分

てほぼ同様であること。

前後において常勤役員であること。

本件前代表者は、

は、顧客への営業、

衝、会計等請求人のほぼ全ての業務i

本件分掌変更後

会計管理業務のみを行っておi

り、本件分掌変更の前後で本件前代 l

ノ‘ 請求人の現金の管理者は、本件分

掌変更の前後において本件前代表者

であること r

本件前代表者の役員報酬の額（月

額 ）は、本件分掌変更の

前後において変動しておらず、

f

、11 
本件前代表者は、本件分

その

額は本件代表者の 5倍であることし

変更の

前後におし、て請求人の発行済株式の

ロ

を行ってきたが、

は、

表者の業務内容は大きく変化した。

本店所在地の土地上にi
I 
l 

事務所として建物を建築して使用すI

建築工事業者と 1

当該建物の引渡しを

請求人は、

る予定であったが、

の紛争が生じ、

受けられなくなり、本件前代表者の

住居を請求人の事務所として使用せ

ざるを得なくなるという・測の事態

が生じた c

本件分掌変更前

金融機関との折

そこで、執務場所と生活
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審査請求人

原処

過半数を保有し、 単独で請求人を支 I

/¥ 

分
4

丁
!~ 

配していたこと，9

請求人は、原処分に係る調査から

本審査請求において意見書を提出す

るまでの間におし、ても、本件分掌変

更により本件前代表者の職務の内容

が激変したことを証する資料等を提

請求人 1 

空間が同じ紐物内という本件前代哀］

者の精神的負担を考慮し、 本件前代

者の役員報酬を本件分掌変 後,l 

9
{

ia
 

4

目

において同額としたが、本来は、 事

務所と住居を完全に区分し、本件前

代表者は会計管理だけを担当する予

示又は提出していないことぐ

（通則法第65条第4項第 1号に規定する(4) 争点4

定であり、役員報酬も大幅に減額さ 1

-J 
「正当な理由」があると認められる

れた可能性が高いこ

か否応）について

宰
目
全

p
求 人 原 処 分 庁

請求人は、本件事業年度以降、本件

税理士らを通じて税務申告を行ってい

たが、本件税理士らからは本件金員の

損金算入の可否につし、て何ら指導がな

く、税務についての 人である請求人

に対して本件通達の存在や理解を期待

することはできない。

また、請求人は、

においても、

として毎月

慮すれば、 過少申

本件事業年度以降

本件前代表者の役員報酬

を支払しヽ、法人

税の申告をしていたが、

は5年近くも何ら指摘がなかった。

そうすると、本件金員が損金の額に

算入されると考えていたことは、請求

人り）単なる誤解や思い違しヽによるもの

ではなく、原処分庁の上記対応をも考

原処分庁から

税を賦課する

法人税法が採用する申告納税制度の

下では、納税者は、

の法令等の不知、

な事情とはいえず、

自己の判断と責任

で法令の規定に従った適正な申告をす

ることが求められるぐ’ また、 税務署職

員が納税者に対して誤り等を指摘ナベ

き時期に関する法令上の規定はない’’

これらからすれば、請求人には、税

務署からの指摘の有無にかかわらず、

適正な申告をする義務があったとこ

ろ、請求人が主張する事情は、請求人

誤解あるいは判断の

誤りによるものであって、真に納税者

の責めに帰することのできない客観的

過少申告加算税の

趣旨に照らしてもなお請求人に過少申

告加算税を賦課することが不当又は酷

になる場合に該当するとはしヽえないか
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！ 

請 求 人 原 処 JIJ ヽ 庁

ことは、請求人にとって著しく不当か ら、請求人の過少申告につき通則法第

つ酷であるから、請求人の過少申告に 65条第 4項第 1号に規定する「正当な

つき通則法第65条第 4項第 1号に規定 理由」があるとはいえないc

する「正当な理由」があるし9

4 当審判所の判断

(1) 争点 1 （本件各更正処分は通則法第24条に規定する「調査」により行われたもので

あるか否かぐ）につしヽて

イ 法令解釈

通則法第24条は、更正処分について、 「調査」により行う旨規定しているから、

課税処分が何らの「調査」なしに行われた場合には、課税処分の取消事：由と左る

ものと解される。そして、ここにいう「調査」とは、課税標準等又は税額等を認

定するに至る一連の判断過程の」切を意味し、課税庁の証拠資料の収集、証拠の

評価あるいは経験則を通じての要件事実の認定、租税法その他の法令の解釈を経

て更正処分に至るまでの思考、判断を含む包括的な概念であると解される。また、

「調査」の方法、時期等その具体的な手続については、法令に定められた事項を

除き、課税庁の合理的な裁量に委ねられていると解され、納税者本人や.;,その取引

先等に対して質問検査権を行使するいわゆる外部調査のほか、質問及び検査を行',

わず課税庁が内部において収集した資料等を検討して正当な課税標準等や税額等

を認定することも、当該裁量権の範囲内であり、通則法第24条に規定す1る r調査」

に含まれるものと解される、）

ロ 認定事実

請求人提出資料、原処分関係資料並びに当審判所の調査及び審理の糸吉果によれ

ば、以下の事実が認められる、

（イ）本件調査担当職員は、令和 3年12月20日、 におしヽ て、 請求人の

税務代理人であった本件税理七に対し、通則法第74条0)9の規定に基づき、請

求人に対する実地の調査を行う旨を通知するとともに、通則法第74条の 7 《提

出物件の留置き》の規定に基づき、本件税理士を通じて提出された請求人の総

勘定元帳、補助簿、仕訳日記帳及び支払領収証綴を留め置いた

('.l)本件調査担当職員は、令和 4年 5月12日付で、 「確認依頼事項について」と
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審査請求人

題ナる文書を本件税理士宛に送付し、本件金員の計算根拠等を明らかにするこ

と、及び本件事業年度の法人税の修正申告において益金の額に算入されていた

固定資産売却益に関する資料等を送付することを依頼した．3 これに対し、本件

前代表者は、令和 4年 6月3日、不動産光買契約書等のファイルを本件調査担

当職員宛に送付し、また、本件税理士は、その後、本件調査担当職員に対し、

本件金員の支給を決議する臨時株主総会議事録、本件前代表者の平庁認9年分退

職所得の受給に関する申告書及び請求人の平成29年分給与所得のi原泉徴収票等

の法定調書合計表の各写し並びに「固定資産売却益について」ど題する書類を

提出した、9

（ハ）本件調査担当職員は、令和 4年 6月13日、本件税理士の事務所に臨；場し、本

件税理士から、本件金員が退職給与に当たると判断した経過や本件金員の計算

根拠を聴取したc

（二）本件調査担当職員は、令和 4年 6月21日、請求人の本店所在地において本件

代表者、本件前代表者、本件税理士らと面接し、本件金員についての確認を

行った。その際、本件調査担当職員は、本件前代表者との間で、本件前代表者

の本件分掌変更前後の勤務状況等に関する質疑応答をした。

(;t)本件調査担当職員が作成した調査報告書には、令和 5年 2月22日、本件調査

担当職員が、本件税理士の事務所に電話を掛げ、令和 4年 8月20日をもって請

求人との顧問契約を解除したとの状況に変更がないことを確認し、反面調査と

して必要事項を聴取する旨伝えた上で、本件税理士に本件前代表者の役員報酬

月額の推移や本件前代表者及び本件代表者の勤務状況等に関する質疑lぷ答を

行った旨、及び、これらの質疑［ぷ答以外の事項として、本件税理士が、税務署

から届いた文書は請求人の顧問弁護士に渡したとの連絡を数日前に本件代表者

から受けたと本件調査担当職員に申述した旨の記載がある（以下、当該調査報

告書を「本件調査報告書」という。）。

また、本件税理士は、令和 5年10月7日及び同月 l8日、請求人の代理人に対

し、本件調査報告書記載の申述は、本件調査担当職員に対して本件前代表者に

対ずる役員報酬の支給状況等について、職業上の儀礼として説明したものであ

る旨回答した。これに加え、本件税理士は、令和 5年10月18日の回答の際、請

求人の代理人に対し、職業上の儀礼としての説明を行うのに先立ち、本件調査
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担当職員から調査の補充として質間したしヽとの意思表示があったが、請求人の

顧問税理士を解任されたことから、本件調査担当職員に対して調査の件につい

ては回答できないと説明した旨を回答した。

ハ検討

本件調査担当職員は、上記口（イ）から（二）までのとおり、請求人から提出された

総勘定元帳等の帳簿書類を留め置くとともに、本件税理上及び本件前ft表者に対

して本件金員の計算根拠や本件前代表者の本件分掌変更前後の勤務状況等につい

て質問し、回答を得たほか、本件前代表者及び本件税理士から各種資半tの提出を

受けており、原処分庁は、これら一連の行為によって収集した証拠資料に基づい

て、本件金員が法人税法第34条第 1項括弧書所定の「退職給与ーには9亥当せず、

損金の額に算入できないと判断した上で請求人の課税標準等及び税額等を認定し、

上記 1(4)ハのとおり、本件各更正処分を行ったと認められる，、

そして、上記イのとおり、通則法第24条に規定ナる「調査」とは、課税標準等

又は税額等を認定ずるに至る一連の判断過程の一••切を意味し、課税庁の証拠資料

の収集、証拠の評価あるいは経験則を通じての要件事実の認定、租税法その他の

法令の解釈を経て更正処分に至るまでの思考、判断を含む包括的な概念：であるこ

とからすると、本件調査担当職員が行った上記の一連の行為は、通則ift第24条に

規定する「調査」に当たると認められるq

したがって、本件各更正処分は通則法第24条に規定する「調査」により行われ

たものと認められる、ン

ー 請求人の主張について

請求人は、本件各更正処分が通則法第24条の「調査ーにより行われたものでは

ないことの根拠として、上記 3(1)の「請求人」欄のとおり、①令和 4年 6月21日

に行われた面談では、世間話が大半であり、税務調査といえるような内容の質疑

は交わされていなしヽことを主張するとともに、②本件税理士が令和 5年 2月22日

に本件調査担当職員との間で本件調査報告書記載のやり取りをした事実はない旨

第一次的には主張しつつも、仮に、本件調査報告書記載のやり取りがあったと‘ツ

ても、本件調査担当職員は税務調査官という優位な立場を利用して本件税理土に

質問を強行し、本件税理士の消極的表現の自由を侵害することで本件前代表者の

勤務状況等に関する回答を得たから、その上うな調査は無効であることを主張す
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るか

しか＇Lながら、上記①についてみると、上記イのとおり、通則法第24条に規定

する「調査」とは、包括的な概念であるところ、上記口（二）のとおり、本件調査担

当職員は、令和 4年 6月21日、本件前代表者に対し本件分掌変更前後の勤務状況

等を質問しており、このようなやり取りは本件各更正処分に至るまでの一連の証

拠収集行為に含まれるといえるから、同日の質疑応答は、通則法第24条に規定す

る「調査」に当たる。

また、上記②についてみると、上記口（忠）のとおり、本件調査報告書には本件税

理士の自発的な申述（本件代表者から数日前に連絡を受けた旨の申述）も含まれ

ており、本件税理上も、請求人の代理人に対して本件調査報告書記載の内容と整

合する内容の説明をした旨回答しているから、本件税理士は、令和 5年 2月22日

に本件調査担当職員との間で質疑応答を行っていたと認められる。その上、本件

調査報告書は、令和 5年 2月22日の時点における本件税理七の任意かつ事実に基

づく申述を記載＇ーたものと認められる（この点で、本件税理士の申述の経緯が職

上の儀礼か否かは問題とはならないく、）ところ、本件調査担当職員が本件税理

士に対してその権利を侵害ナる態様の強制をしたことをうかがわせる証拠もないe

このような本件調査報告書記載の質疑応答も、本件各更正処分に至るまでの一連

の証拠収集行為に含まれ、当該行為は、本件調査担当職員の合理的な裁量の下、

採用された方法といえるから、通則法第24条に規定する「調査」に当たる。

したがって、請求人の上記主張にはいずれも理由がない，9

(2) 争点 2 （原処分に係る調査手続に原処分を取り消すべき違法があるか否かへ）につ

しヽて

イ 法令解釈

通則法は、第 7章の 2 《国税の調査，‘))において、国税の調査の際に必要とされ

る手読を規定しているが、同章の規定に反ずる手続が課税処分の取消事由になる

旨を定めた規定はなく、また、調査手続に瑕疵があるというだけで納税者が本来

支払うべき国税の支払義務を免れることは、租税公平主義の観点からも問題があ

ると考えられるから、調査手続に単なる違法があるだけでは課税処分の取消事由

とはならなしヽものと解されるヘ

もっとも、上記（1)イのとおり、課税処分が何らの調査なしに行われたような場
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合には、課税処分の取消事由となるものと解されるところ、これには、調査を全

＜欠く場合のみならず、課税処分の基礎となる証拠収集手続に重大な違法があり、

調査を全く欠くのに等しいとの評価を受ける場合も含まれるものと解され、ここ

にいう重大な違法どは、証拠収集手続が刑罰法規に触れ、公序良俗に反し又は社

会通念上相当の限度を超えて濫用にわたるなどの場合をいうものと解するのが相

である。

ロ 認定事実

請求人提出資料、原処分関係資料並びに当審判所の調査及び審理の結果によれ

ば、以下の事実が認められる 3

（イ）請求人が提出した令和 2年8月 1日から令和 3年 7月31日までの事業年度の

法人税の確定申告書に添付された税務代理権限証書には、①本件税~士に税務

代理を委任する旨、②法人税等に関して調査が行われる場合には、当該事業年

度より前の年分等についても税務代理を委任する旨及び③本件税理士に税務代

理を委任した事項に関して調査が行われる場合には、請求人への調査の通知は、

本件税理七に対して行われることに同意する旨の記載がある。

（口）本件調査担当職員は、上記（1)口（イ）のとおり、令和 3年12月20日、一

・において、請求人の税務代理人であった本件税理七に対し、通則法第74条

の9の規定に基づき、請求人に対する実地の調査を行う旨を通知した：）その際、

本件調査担当職員は、本件税理士に対し、同条第 1項各号に規定する事項を併

せて通知したが、この通知した事項のうち、調査の目的（同項第 3号）、調査

の対象となる税目（同項第 4号）、調査の対象と左る期間（同項第 5号）の内

容については以下のとおりであった C‘

A 調査の対象となる税目

法人税、地方法人税、消費税及び地方消費税並びに源泉所得税及び復興特

別所得税

B 調査の対象となる期間

法人税、地方法人税、消費税及び地方消費税については「平成28年8月 1

日から平成29年 7月31日までの事業年度（又は課税事業年度若しくは課税期

間）以降、令和 2年 8月 1日から令和 3年 7月31日までの事業年度（又は課

税事業年度若しくは課税期間）主で」、源泉所得税及び復興特別所得税につ
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し、ては「平成29年 1月20日から令和 3年 7月12日までに法定納期限が到来す

るもの」

c 調査の目的

法人税、地方法人税、消費税及び地方消費税については「申告書：の記載内

容を確認するため」、源泉所得税及び復興特別所得税については「i原泉所得

税の納付税額を確認するため」

（ハ）本件調査担当職員は、令和 4年 9月20日付で「法人税等について研窟詔するた

め」として、同年12月5日付で「今般の税務調査の件について確認寸―る必要が

あるため」として、それぞれ本件調査担当職員への連絡を依頼する旨が記載さ

れた〗連絡依頼響」と題する文書を請求人に郵送し］こまた、本件目周査担当職

員は、令和 5年 2月6日、同月 20日及び同年 3月 9日付で、 「今般の税務調査

の件について確認する必要があるため」として、本件調査担当職員へ｀の連絡を

依頼する旨及び「このまま連絡をいただけない場合には、過日指摘の課税処理

を行うことになりますのでご承知おきください。」と記載された「連絡依頼書よ

と題する文書を請求人に郵送したところ、請求人はその受取をいずれも拒絶し

十ク
!--(; 

（二）本件税理士は、本件事業年度及び本件課税事業年度以降、令和 2句::8月 1日

から令和 3年 7月31日までの事業年度及び課税事業年度までについて、請求人

の税務代理人として法人税等の申告書の提出を行っていたぐ

（ポ）本件調査報告書には、本件調査担当職員が、本件税理士に対し、以前に請求

人の関与税理士であったことから反面調査として必要事項を聴取する旨伝えた

上で質問調査を行った旨の記載がある。

ハ 検討及び請求人の王張について

請求人は、上記 3(2)の「請求人」欄のとおり、原処分に係る調査手紺tは本件事

務運営指針の定めに反しており、原処分を取り消すべき違法がある旨主張するの

で、以下検討するc

（イ）原処分に係る調査の通知について

請求人は、上記 3(2)の「請求人」欄のイのとおり、本件税理七は、本件調査

担当職員から、通知事項以外の事項である本件金員の損金の額への算入を認め

ない方[{i]での調査を行う旨の通知を受 いなしヽから、本件事務運営指針の別
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冊の第 2章3(2)の定めに反する旨主張する。

しかしながら、本件金員が損金の額に算入されるか否かは、本件事業年度の

法人税に関する申告書の記載内容を構成する所得の金額及び納付すべき税額に

直接関係する問題であるところ、ヒ記口（n)のとおり、本件調査担当職員は、請

求人の税務代理人であった本件税理土に対し、通則法第74条の 9第 1項各号に

規定する事項について、調査の対象となる税目として法人税、調査の対象とな

る期間として本件事業年度を通知するとともに、調査の目的として［法人税の

申告書の記載内容を確認すること」を通知しており、それ以上に、本件金員が

損金の額に算入できるか否かという具体的事項についての調査を行う旨通知す

る必要はなし＼

したがって、請求人の上記主張には理由がない。

（口）意見等の十分な聴取について

請求人は、上記 3(2)の「請求人」欄の口のとおり、本件調査担当賄汀ふがら十

分な説明や意見等の十分な聴取を受けていなしヽから、原処分に係る調査手続は

本件事務運営指針の別冊の第 2章 3(7)の定めに反する旨主張する。

しかしながら、卜・記口（ハ）のとおり、本件調査担当職員は、約半年間にわたり、

請求人に対し、繰り返し連絡を求め、その回数は 5回に及ぶにもかかわらず、

請求人がこれに応じなかったことからすると、請求人は、本件調査担当職員が

説明を求めようとするのを拒絶し、意見等の十分な聴取を受ける機会を自ら放

棄したというべきである、このように、本件調査担当職員は、請求人からの説

明や意見等を聴取できる状況にはなかったといえ、そのような状況下において、

請求人から説明や意見等を聴取しなかったとしても、原処分に係る調査手続が

違法となるとはいえなし＼

したがって、請求人の上記主張には理由がない。

（ハ）調査結果の内容の説明及び修正申告の勧奨について

請求人は、上記 3(2)の「請求人」欄のハのとおり、本件調査担当職員から調

結果の内容の説明や修正申告の勧奨を受けていないから、本件事務運営指針

の別冊の第 2章4(2)の定めに反する旨主張する、）

確かに、上記 1(4)ハのとおり、本件調査担当職員は、通則法第71条の11第 2

項に規定する調査結果の内容の説明を行っておらず、本件事務運営指針の別冊
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の第 2章4(2)に定める説明等も行っていないものと認められる、」 しかしながら、

上記（P)において説示した事情からナれば、請求人は、本件調査担当職員からの

連絡に対し、約半年間にわたり応答していないから、調査結果の内容の説明等

を受ける機会を自ら放棄したというべきである。

したがって、請求人の上記主張には理由がないた

（二）本件税理士に対する質問調査について

請求人は、上記 3(2)の「請求人」欄の二(J)とおり、①本件税理士は請求人の

税務代理人であった者であり、取引先ではないから反面調査の対象とはならず、

②本件調査担当職員は r反面調査である旨」を本件税理士に明示していないか

ら、本件事務運営指針の別冊の第 2章 3(6)の定めに反する旨主張する。

しかしながら、上記①についてみると、別紙の 1(6)ハのとおり、本件事務運

営指針の別冊の第 2章 3(6)は、取引先等に対する反面調査の実施に当たっては、

その必要性と反面調査先への事前連絡の適否を十分検討すると定めているとこ

ろ、上記口（二）のとおり、本件税理士は、調査の対象期間のうち、本件事業年度

及び本件課税事業年度以降、令和 2年 8月 1日から令和 3年 7月31日までの事

業年度及び課税事業年度までについて、請求人の税務代理人として法人税等の

申告書の提出を行っていたから、これらの各事業年度及び各課税事業年度にお

いて請求人に対し申告書の提出に係る報酬の請求権を有する者、すなわち、通

則法第74条の 2第 1項第 2号口に規定する金銭の支払を受ける権利がある者で

あると認められる。そうすると、本件税理士は、本件事務運営指針の別冊の第

2章 3(6)に定める取引先等に該当するというべきであるから、反面調査の対象

となる・-

次に、 上記②についてみると、上記（l)口（応）のとおり、本件税理士は、令和

5年10月18日に、請求人の代理人に対して、同年 2月22日、本件調査担当職

から調査の補充として質問したいとの意思表示はあったが請求人の顧問悦理士

を解任されたため調査の件については回答できないと説明した旨回答している

が、本件税理士がそのように回答を拒絶したというのが事実であれば、本件調

査担当職員が、本件税理士を翻意させて回答を得るために、本件税理士に対し

て質問検査等を行うことの根拠を示す意図で、反面調査としての質問であると

発言することは十分あり得る 3 また、上記口（ホ）のとおり、本件調査報告書には
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反面調査であると伝えた旨の記載があるところ、本件調査報告書の記載内容は

詳細であり、特に不自然な点はなく、その他本件調査報告書の信用性：を積極的

に否定する証拠も見当たらないことからすれば、本件調査報告書記載のとおり、

本件調査担当職員は、令和 5年 2月22日の電話の際、本件税理土に対して反面

調査である旨を伝えたと認めるのが相当である。

したがって、請求人の上記主張にはいずれも理由がなし＼

（ボ）小括

以上のとおり、請求人の各主張にはいずれも理由がたく、その他調査手続に

違法があったことを示す証拠はないから、原処分に係る調査手続に原処分を取

り消すべき違法は認められなし＼、

(3) 争点 3 （本件金員が損金の額に算入されるか否か（具体的には、本件金員が法人税

法第34条第 1項括弧書所定の］退職給与」に該当するか否かC)。)について

イ 法令解釈

（イ）法人税法第22条第 3項第 2妙及び同法第34条第 1項から第 3項までの各規定

によれば、役員に対して支給ずる退職給与については、同項に規定する、事実

を隠蔽し、又は仮装して経理することによって当該役員に支給されたものでな

く、また、同条第 2項に規定ずる不相当に高額な部分の金額がない場合には、

同法第22条第 3項第 2号の規定に基づき、損金の額に算入されることになる。

この役員に対して支給ずる退職給与とは、役員が会社その他の法人を退職した

ことにより支給される一切の給与をいうと解するのが相当であり、法人が退職

給与や退職慰労金などといった名目で役員に対して支給した給与であっても、

当該役員に退職の事実がない場合には、当該支給した給与は、原則として当該

役員に対する臨時的な給与として取り扱われることどなるため、新株予約権型

ストック・オプション、使用人兼務役員の使用人としての職務に対する給与又

は同法第34条第 1項各号に掲げるいずれかの給与（以下、これらを併せて「退

職給与以外の損金算入役員給与」という C) に該当しない場合には、損金の額

に算入されないこととなるc

（口）ところで、一般に、法人の役員については、一定の任期が定められており、

その任期が到来する都度役員の改選が行われるので、形式的にはその任期が満

rずる都度一旦退職してし＼るようにもみえるが、通常は再任されることが多く、
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そのような場合、退職ではなく役員委任契約が継続しているものとして退職し

たとの取扱いはされてしヽない。同様に、法人の代表取締役の地位にあった者が

その地位を辞任し、代表取締役以外の当該法人の取締役等の役員として引き続

き従事している場合には、たとえ代表取締役を辞任したことにより法人の代表

権を喪失したとしても、その者は単に役員としての分掌が変更されたにナぎな

しヽ0)であるから、当該法人を退職したとしヽうことはできなし＼。

（ハ）もっとも、役員の分掌変更又ぱ改選による再任等がされた場合であっても、

例えば、常勤取締役が経営上主要な地位を占めない非常勤取締役になったり、

取締役が経営上主要な地位を占めない監査役になったりナるなど、役員として

の地位又は職務の内容が激変し、実質的に退職したと同様の事情にあると認め

られる場合には、その分掌変更又は改選による再任等に際しその役員に対し退

職給与として支給した給与については、法人税法上も退職給与として取り扱う

ことができるとするのが相当である（本件通達もこれと同趣旨によるものと解

される，、），

ロ 認定事実

原処分関係資料並びに当審判所の調査及び審理の結果によれば、以下の事実が

認められる c

（イ）請求人の事業の概要

請求人は、遊戯場の店舗 1つ及びリゾートマンション1l部屋を賃貸する不動

産賃貸業を営んでいる、｀

なお、請求人は、平成28年頃までは旧本店所在地に所在していた・におい

て一も営んでいたが、その後-'を廃業し、当該・を平成29年9月に

売却した＜．これにより、請求人の営む事業は、不動産賃貸業のみとなったとこ

ろ、請求人は上記の賃貸物件の管理を全面的に他社に委託していた。

（口）本件前代表者の出勤状況

本件前代表者は、本件分掌変更の前後を通じ、士日を除く毎日、請求人の事

務所で業務に従事する常勤の取締役であった．3

（ハ）本件前代表者の業務内容

本件前代表者は、本件分掌変更前は、営業、管理及び経理業務全般：を担当‘シ

ており、本件分掌変更後は、営業には関与し左くなったものの、その他の管理
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及び経理業務全般、具体的には現金及び預金の管理、経理関係、日々の支出等

の管理、資金繰り等については、本件分掌変更前と同様に行っていた c

なお、営業に関する業務については、請求人が一を営んでいた当時は、

・の空きが出た時に伝手で情報が入れば本件前代表者と本件代表者が顧客候

補に会いに行くというものであり、新規の顧客開拓に注力することはほとんど

なく、請求人がヒ記（イ）のとおり'’~を廃業した以降は、不動産賃貸業に係る

契約の更新時期に更新内容の打診を受けて決裁する程度のものであり、それ以

外の業務はなかった、；

また、金融機関との折衝についても本件前代表者が担当していたが、上記（イ）

のとおり、請求人は一を廃業して・・lを売却し、その売却代金で金融機関
からの借入金を返済したため、本件分掌変更後は、金融機関との折衝はほとん

ど行われなかった。

（二）本件代表者の業務内容

本件代表者は、 に請求人の代表取締役に就任後、請求人の

営業を含む業務を担当し、請求人の現金及び預金の管理、経理関係、 日々の支

出等の管理、資金繰り等は本件前代表者に委ねていたが、本件分掌咳：更に伴い

本件前代表者から引継ぎを受けた業務はなく、本件分掌変更の前後を通じて本

件代表者の業務が増加したことはなかった。

なお、本件代表者が代表取締役就任後に従事していた営業に関する業務は、

上記（ハ）の請求人が一を廃業した以降のものと同様であるc

ハ検討

（イ）本件前代表者は、上記 1(3)口のとおり、 に請求人の代表取

締役を退任し、代表権のない取締役となった（本件分掌変更）にすぎなし、から、

請求人との勤務関係を終rしたとはしヽえず、請求人を退職したとしヽうことはで

きなし~ヽ。

(P) もっとも、上記イ（ハ）のとおり、役員としての地位又は職務の内容が激変し、

実質的に退職したと同様の事情にあると認められる場合には、その分掌変更等

に際しその役員に対し退職給与として支給した給与については、法人税法上も

退職給与として取り扱うことができることか：ら、以下、当該事情の有無を検討

するっ
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A 上記口（イ）のとおり、請求人は、平成28年頃までは不動産賃貸業に加え、旧

本店所在地に所在していた・において一も営んでいたが、その後・

·遭業し、当該＇~に売却し、遊戯場

の店舗 1つ及びリゾートマンションの］］部屋を賃貸の目的物とする不動産賃

貸業のみを営むようになった。

このような本件分掌変更後の請求人の業務のうち、中心となる業務につい

て検討すると、上記口（1)、（ハ）及び（二）のとおり、請求人は、賃貸物件の管理

を第＝者に全面的に委託しており、営業活動の内容も、一の廃業に伴い、

不動産賃貸業に係る契約の更新時期に更新内容の打診を受けて決弗け―る程度

となり、借入金の返済により金融機関との折衝もほとんど必要ない状況に

なってしヽた，，これらによれば、本件分掌変更後の請求人の中心的な業務は、

資金管理及び経理事務であったというべきであるヘ

そして、上記口（ハ）及び（二）のとおり、本件前代表者は、本件分掌変更後も、

現金預金の管理、経理関係、日々の支出等の管理、資金繰りなど、管理及び

経理業務全般について担当し、本件代表者は、本件分掌変更後も、これらの

業務を本件前代表者に委ねていたから、本件前代表者は、本件分掌変更後に

おける請求人の中心的な業務を担当してしヽたといえる。

これに加え、本件分掌変更前の本件前代表者が代表取締役として担当して

いた業務は、上記口（ハ）のとおり、営業、管理及び経理業務全般であったとこ

ろ、管理及び経理業務全般は、本件分掌変更の前後を通じて本件削代表者が

担当しており、この点に変更はない＜，また、営業に関する業務については、

ヒ記口（ハ）のとおり、請求人が一を営んでいた当時においても、新規の顧

客開拓といった営業活動はほとんどしておらず、一の廃業後も賃貸借契

約の更新の決裁以外にはなし、ことからすると、本件前代表者が営業に関する

業務をしなくなったとしても、本件分掌変更により本件前代表者の業務内容

に大きな変更が生じたとはいえない2

これらによれば、本件前代表者は、本件分掌変更後においても、請求人の

中心的な業務を担当するものであり、また、本件分掌変更により職蔽務の内容

が激変したとはいえないc

B このように、本件前代表者が本件分掌変更後も引き続き本件分掌変更前の
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業務を担当していることに加えて、本件前代表者の勤務形態が引き続き常勤

であること（上記口（p))及び本件分掌変更後の役員報酬も本件代表者の 5倍

の額であり、平成29年 8月以降、従前の-ヵ``'-に増額

され、本件分掌変更後も同額であること（上記 1(3)へ）も踏まえれば、本件

前代表者は、本件分掌変更後も、請求人の経営上主要な地位を占めていたと

いえる。

C 以上によれば、本件分掌変更により、本件前代表者の役員としての地位又

は職務の内容が激変し、実質的に退職したと同様の事情があったとは認めら

れない。

（ハ） 卜記（イ）及び（P)によれば、本件金員は法人税法第34条第 1項括弧書所定の

「退職給与」に該当しない，

ー 請求人の主張について

（イ）請求人は、上記 3(3)の「請求人」欄のイのとおり、本件分掌変更前は、本件

前代表者が顧客への営業に関する業務、金融機関との折衝業務、会計業務など、

ほぼ全ての業務を行ってきたが、本件分掌変更後は、会計管理業務のみを行っ

ており、本件分掌変更の前後で本件前代表者の業務内容には大きな変化がある

旨主張する，、

しかしながら、まず、本件前代表者が本件分掌変更前に行っていた営業に関

する業務が、本件分掌変更により本件前代表者の業務内容に大きな変更を生じ

させるものではないことは、上記ハ(P)Aのとおりである。

次に、金融機関との折衝業務は、請求人の資金繰りの一，環といえるものの、

上記口（ハ）のとおり借入金の返済によりほとんど行われておらず、本件代表者に

当該業務が引き継がれたものでもない。また、かかる業務が本件分掌変更後の

請求人にとっても重要度の高い業務であったことを示す証拠は見当たらず、上

記ハのとおり、本件前代表者は、本件分掌変更後も引き続き管理及び経理業務

全般を担当し、請求人の経営上主要な地位を占めていたことに照らせば、本件

前代表者が金融機関との折衝業務を行わなくなったことをもって、本件分掌変

更により本件前代表者の業務内容に大きな変更が生じたとはいえない0

したがって、請求人の上記主張には理由がない，、

(P) 主た、請求人は、上記 3(3)の「請求人」欄の口のとおり、本店所在地の事務

-‘y) -
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所用建物の建築に関する紛争という不測の事態がなければ、事務所と住居を完

全に区分し、本件前代表者は会計管理だけを行う予定で役員報酬を減額するこ

とになっていた可能性が高い旨主張するし

しかしながら、上記ハのとおり、本件前代表者は、本件分掌変更後も請求人

の経営上主要な地位を占めていたから、本件前代表者の役員報酬の減額の可能

性をもって、本件前代表者が実質的に退職したと同様の事情があったことには

ならなし＼

したがって、請求人の上記主張には理由がない。

(4) 争点4 （通則法第65条第4項第 1号に規定する「正当な理由」があると認められる

か否か0) につしヽ て

イ 法令解釈

過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、房項I」として

その違反者に対し課されるもび）であり、これによって、当初から適正に申告し納

税した納税者との間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告に

よる納税義務違反の発生を防止し、適正な申告納税の実現を図り、もって納税の

実を挙げようとする行政上の措置である。この趣旨に照らせば、通則法第65条第

4項第 1号に規定する「正当な理由」があると認められる場合とは、真に納税者

の責めに帰することのできない客観的な事情があり、上記のような過少申告加算

税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷

なる場合をいうものと解される（

ロ 検討及び請求人の主張について

請求人は、上記 3(4)の「請求人」欄のとおり、①税務申告を委任した本件税理

士らからは本件金員の損金算人の可否について何ら指導が左く、税務についての

素人である請求人に対して本件通達の存在や理解を期待することはできず、かつ、

②請求人が本件事業年度以降も本件前代表者の役員報酬の額を変更せずに支給し、

法人税の申告をしていたにもかかわらず、原処分庁からは 5年近くもイ可ら指摘が

なかったことを考慮すれば、過少申告加算税を賦課することは、請求人にとって

著しく不当で酷である旨主張するぐ

しかしながら、上記①の事情ば、法人税法第34条第 1項括弧書所定の「退職給

与ー、あるいは本件通達の不知をしヽうものであって、請求人の主観的な事情にす

- CJ') -
t..J 



審査請求人

ぎなし ‘(9

また、 上記②の事情は、請求人が原処分庁から 5年間にわたり何らの指摘も受

けなかったことを主張するものであるが、

その責任と判断において適正な申告をすることが求められるのであって

申告納税制度の下では、納税者自身が

こー
・
]
V
`し・ヽプ＂そ

加え、役員に対する退職金の支払、役員報酬の支払は請求人自身の判断によって

なされるのであるから、請求人が 張する原処分庁の下作為が真に納税者の責め

に帰するこどのできない客観的な事情があるか否かの判断を左右するとはいえな

し‘く｝

そうすると、請求人の主張する各事情は「真に納税者の めに帰することので

きない客観的な事情」 とはしヽ えず、 「過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納

税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる」

請求人の上記主張には理由がない。

とはしヽ えなし、から、

そのほか、

算人して申

当審判所の調査及び審理の結果によっても、本件金 を損金の額に

したことについて通則法第65条第4項第 1号に規定する 「正当な理

由」に該当する事情があると認めるに足りる証拠はなしヽから、本件においては、

通則法第65条第4項第 1号に規定する「正 な理由」があるとは認められなし‘。

(5)本件法人税更 処分の適法性について

上記（1)のとおり、本件法人税 正処分は、通則法第24条に規定する 「調査」に

よって行われたものであり、 また、上記(2)のとおり、原処分に係る調査手続に違法

はなし‘f)
キさ｝ァ

ごピ）じ一、 上記(3)のとおり、本件金員は、法人税法第34条第 1項括弧書所定

O) 「退職給与」に該当せず、 また、退職給与以外の損金算入役員給与にも該当しな

いから、本件事業年度の損金の額に算入されなし＼ これに基づき、 当審判所におい

て請求人の本件事業年度の法人税の所得金額及び納付すべき税額を計算すると、本

件法人税更正処分の金額と同額であると認められる。

なお、本件法人税更正処分のその他の部分については、請求人は争わず、 当審判

所に提出された証拠資料等によっても、 これを不相当とする理由は認められない、9

したかって、本件法人税更正処分は適法である。

(6) 本件法人税賦課決定処分の適法性について

上 (5)のとおり、 本件法人税更正処分は適法であり、 またヽ 上記 (4)のとおり、

本件法人税更 処分により納付すべき税額の計 の基礎となった事実が更正処分前
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の税額の計算の基礎とされていなかったことについて、通則法第65条第 4項第 1号

に規定する「正当な理由」があるとは認められない。そして、当審判所において本

件事業年度の法人税に係る過少申告加算税の額を計算すると、本件法人~賦課決定

処分の金額と同額であると認められる。

したがって、本件法人税賦課決定処分は適法である0

(7) 本件地方法人税更正処分の適法性について

上記 (5)のとおり、本件法人税更正処分は適法であり、これに基づき、当審判所に

おいて請求人の本件課税事業年度の地方法人税の課税標準法人税額及び斤的付すべき

税額を計算すると、本件地方法人税更正処分の金額と同額であると認められる：：

なお、本件地方法人税更正処分のその他の部分については、請求人は争←わず、当

審判所に提出された証拠資料等によっても、これを不相当とする理由は言忍められな

；
 

1

ヽヽ

'
>
`
 

したがって、本件地方法人税更正処分は適法である（｀

(8) 本件地方法人税賦課決定処分の適法性について

上記 (7)のとおり、本件地方法人税更正処分は適法であり、また、 9卜.記 (4)のとお

り、本件地方法人税更正処分により納付すべき税額の計算の基礎となった事実が更

正処分前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて、通則法第65条第4

項第 1号に規定する「正当な理由」があるとは認められない。そして、当審判所に

おいて本件課税事業年度の地方法人税に係る過少申告加算税の額を計算すると、本

件地方法人税賦課決定処分の金額と同額であると認められる。

したがって、本件地方法人税賦課決定処分は適法である。

(9) 結論

よって、審査請求は理由がないから、これを棄却することとし、主文 0)とおり裁

決する）
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別紙 関係法令等

1 国税通則法関係

(1)国税通則法（令和 4年法律第 4号に上る改正前のもの。以下「通則法」 というへ）

第24条《更正》は、税務署長は、納税申告書の提出があった場合において、その納

税申告書に記載された課税標準等又は税額等の計算が国税に関する法律の規定に

従っていなかったとき、その他当該課税標準等又は税額等がその調査したところと

異なるときは、その調査により、当該申告書に係る課税標準等又は税額等を更正す

る旨規定している C

(2)通則法第65条《過少申告加算税》第 1項は、期限内申告書が提出された場合におい

て、修正申告書の提出又は更正があったときは、当該納税者に対し、その修正申告

又は更正に基づき納付すべき税額に100分の10の割合を乗じて計算した金額に相当す

る過少申告加算税を課する旨規定し、同条第 2項は、同条第 1項に規定する納付す

べき税額がその国税に係る期限内申告税額に相当する金額と 50万円どのいずれか多

い金額を超えるときは、同項の過少申告加算税の額は、同項の規定にかかわらず、

同項の規定により計算した金額に、その超える部分に相当する税額に100分の 5の割

合を乗じて計算した金額を加算した金額とする旨規定している。

また、通則法第65条第4項柱書及び同項第 1号は、同条第 1項又は第 2項に規定

する納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちにその修正申告又は更正前の

税額の計算の基礎とされていなかったこどについて正当な理由があると認められる

ものがある場合には、これらの項に規定する納付すべき税額からその正当な理由が

あると認められる事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額

を控除して、これらの項の規定を適用する旨規定している，｀

(3)通則法第74条の 2 《当該職員の所得税等に関する調査に係る質問検査権》第 1項は、

税務署の当該職員は、法人税又は地方法人税に関する調査について必要があるとき

は、法人（第 2号イ）及び当該法人に対し、金銭の支払若しくは物品の譲渡をする

義務があると認められる者又は金銭の支払若しくは物品の譲渡を受ける権利がある

と認められる者（第 2号口）に質問し、その者の事業に関する帳簿書類その他の物

件を検査し、又は当該物件の提示若しくは提出を求めることができる旨規定してい

｛
ヅる

(4)通則法第74条の 9 《納税義務者に対する調査の事前通知等》第 1項は、税務署長は、
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税務署の当該職員に納税義務者に対し実地の調査において通則法第74条の 2の規定

による質間、検査又は提示若しくは提出の要求（以下「質問検査等」という<‘)を

行わせる場合には、あらかじめ、当該納税義務者（当該納税義務者について税務代

理人がある場合には、当該税務代理人を含む。）に対し、その旨並びに質問検査等

を行う実地の調査（以ドこの条において単に「調査4 という 0) を開始する日時

（第 1号）、調査を行う場所（第 2号）、調査の目的（第 3号）、調査の対象とな

る税目（第 4号）、調査の対象となる期間（第 5号）、調査の対象となる帳簿書類

その他の物件（第 6号）及びその他調査の適正かつ円滑な実施に必要なものとして

政令で定める事項（第 7号）を通知するものとする旨規定し、国税通則法施行令第

30条の 4 《調査の事前通知に係る通知事項》第 2項は、通則法第74条の 9第1項各

号に掲げる事項のうち、同項第 3号に掲げる事項については納税申告書の記載内容

の確認又は納税申告書の提出がない場合における納税義務の有無の確認その他これ

らに類する調査の目的を通知するものとする旨規定している。

ナヽふ入
iよオ3、

おし‘て、

通則法第74条の 9第 5項は、納税義務者について税務代理人が克る場合に

当該納税義務者の同意がある場合には、当該納税義務者への同条第 1項の

規定による通知は、当該税務代理人に対してすれば足りる旨規定してしヽるぐ

また、通則法第74条の 9第4項は、同条第 1項の規定は、当該職員が、当該調査

に上り当該調査に係る同項第 3号から第 6号までに掲げる事項以外の事項について

非違が疑われることとなった場合において、当該事項に関し質問検査等を行うこと

を妨げるものではない旨規定している。

(5) 通則法第74条の11《調査の終了の際の手続》第 2項は、国税に関する調査の結果、

更正決定等をすべきと認める場合には、当該職員は、当該納税義務者に対し、•その

調査結果の内容（更正決定等をすべきと認めた額及びその理由を含む、）を説明す

るものとする旨規定している。

(6) 国税庁長官発遣の平成24年 9月12日付課総 5-llほか 9課共同ー調査手糾：の実施に

当たっての基本的な考え方等について（事務運営指針）」 （令和 5年11月29日付

課総 4-28ほか 8課共同による改正前のものく以下「本件事務運営指針」 というく、）

は、要旨以下のとおり定めてし、るっ

イ 本件事務運営指針の趣旨

本件事務運営指針は、法令を遵守した適正な調査の遂行を図るため、調査手続

ーウ7―̀と
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の実施に当たっての基本的な考え方等を定めるものであるし

ロ 通知事項以外の事項についての調査（別冊の第 2章 3(2)) 

納税義務者に対する実地の調査において、納税義務者に対し、通知した事項以

外の事項について非違が疑われた場合には、納税義務者に対し調査対象に追加す

る税目、期間等を説明し理解と協力を得た上で、調査対象に追加する事：項につい

ての質問検査等を行う。

ハ 反面調査の実施＼別冊の第 2章3(6)) 

取引先等に対する反面調査の実施に当たっては、その必要性と反面調査先への

事前連絡の適否を十分検討する。

左お、反面調査の実施に当たっては、反面調査である旨を取引先等に明示した

I：＾で実施することに留意する e

一 証拠の収集・保全と的確な事実認定（別冊の第 2章 3(7)) 

調森の過程において、申告内容等に関して非違が疑われる事項を把梧且ゞた場合

には、納税義務者及び税務代理人にその事項について十分な説明を求め、その意

見又は主張を十分聴取した上で、納税義務者及び税務代理人の説明内容：等を整理

し、必要な証拠の収集・保全を行った上で的確な事実認定を行い、通貝lj法第74条

の11第2項に某づく調森結果の内容の説明の対象となる更正決定等をすべきと認

められる非違であるか否かについて適切に判断する。

ホ 調査結果の内容の説明等（別冊の第 2章4(2)) 

調査の結果、更正決定等をすべきと認められる非違がある場合には、通則法第

74条の11第 2項に基づき、納税義務者に対し、当該非違の内容等（税目、課税期

間、更正決定等をすべきと認める金額、その理由等）について原則として口頭に

より説明するっ

その際には、 必要に応じ、非違の項目や金額を整理した資料など参考となろ資

料を示すなどして、納税義務者の理解が得られるよう十分な説明を行うとともに、

納税義務者から質問等があった場合には分かりやすく回答するよう努める。また、

併せて、納付すべき税額及び加算税のほか、納付すべき税額によっては延滞税が

生じることを説明するとともに、当該調鉦結果の内容の説明等（修正申告等の勧

奨を行う場合は、修正申告等の勧奨及び修正申告等の法的効果の教示を含む‘ぐ

をもって原則として一連の調査手続が終了する旨を説明する、
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2 法人税法関係

(1) 法人税法第22条第 3項柱書及び同項第 2号は、同項第 1号に掲げるもの（内国法人

の各事業年度の収益に係る売上原価等の額）のほか、当該事業年度の販売費、一般

管理費その他の費用（｛賞却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定

しないものを除く、＇）の額を内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業

年度の損金の額に算入ナる旨規定してしヽる。

(2)法人税法第34条《役員給与の損金不算入》 （平成29年法律第4号による改正前のも

の。以下同じく、）第 1項は、内国法人がその役員に対して支給する給与（退職給与、

新株予約権型ストック・オプション、使用人兼務役員の使用人としての賄好芳に対す

るもの及び同条第 3項の適用があるものを除く，以下、この項において同じ。）の

うち次に掲げる給与のしヽずれにも該当しないものの額は、その内国法人の各事業年

度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない旨規定している。

イ その支給時期が一月以下の一定の期間ごとである給与で当該事業年度望）各支給

時期における支給額が同額であるものその他これに準ずるものとして政令で定め

る給与（定期同額給与）

ロ その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給

する給与（事前確定届出給与）

ハ 同族会社に該当しない内国法人がその業務執行役員に対して支給する給与（利

益連動給与）

(3) 法人税基本通達 9-2 -32《役員の分掌変更等の場合の退職給与》 （以下「本件通

達」という。）は、法人が役員の分掌変更又は改選による再任等に際しその役員に

対し退職給与どして支給した給与については、その支給が、例えば次に掲げるよう

た事実があったことによるものであるなど、その分掌変更等によりその役員として

の地位又は職務の内容が激変し、実質的に退職したと同様の事情にあると認められ

ることによるものである場合には、 これを退職給与として取り扱うことができる旨

定めている。

イ 常勤役員が非常勤役員（常時勤務していないものであっても代表権を有する者

及び代表権は有しないが実質的にその法人の経営上主要な地位を占めていると認

められる者を除く、）になったこと、．

ロ 取締役が監査役（監査役であり左がら実質的にその法人の経営上主要げょ地位を
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占めていると認められる者及びその法人の株主等で法人税法施行令第71条《使用

人兼務役員とされない役員》第 1項第 5号に掲げる要件の全てを満たしている者

を除くく、）になったこと。

ハ 分掌変更等の後におけるその役員（その分掌変更等の後においてもその法人の

経営上主要な地位を占めていると認められる者を除く C) の給与が激減（おおむ

ね50％以上の減少）したこと（

-30 -


